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宣 郡 内 學 経 済 學 會
経済論叢(京 都大学)第162巻第3号,19臼8年9月
環 境 規 制 と産 業 の生 産 性
浜 本 光 紹
1は じ め に
環 境 規 制 は,一 一般 的 に,産 業 の 生 産 性 に 対 し て ネ ガ テ.イブ な 影 響 を も た ら す
と考 え ら れ て い る 。 そ の 理 由 と して,Jaffeetal,[1995]は次 の5点 を 挙 げ て
い る%第1に,環 境 規 制 が 設 定 さ れ る と,当 該 期 間 に 雇 用 さ れ る 労 働 や 資 本.
は,.物 的 生 産 の み な ら ず,そ の 一 部 を 公 害 防 止 投 資 支 出 な ど の 形 で 環 境 の 質 の
改 善 に 用 い な け れ ば な ら な い 。 し た が っ て 物 的 側 面 の み 計 測 さ れ る 生 産 性 は,
規 制 が 存 在 しな い 場 合 と 比 較 し た 場 合 に は 低 ドせ ざ る を 得 な い 。 第2に,環 境
対 策 の た め に 変 更 さ れ た 生 産 工 程 や 操 業 条 件 が 以 前 よ り も 非 効 率 で あ る 可 能 性
が あ る 。 第3に,公 害 防 止 投 資 が 他 の 投 資 を ク ラ ウ ド ・ア ウ トす る 可 能 性 が あ
る 。 第4に,米 国 の よ う に,旧 式 の 生 産 設 備 に対 す る規 制 は 新 規 設 備 よ り も緩
い 規 制 水 準 が 設 定 さ れ る 場 合(こ れ は"new-sourcebias"と呼 ば れ る),生 産
効 率 に 優 れ た 新 規 設 備 へ の 変 更 を 阻 害 す る 可 能 性 が あ る 。 第5に,米 国 で 採 用
さ れ て い る 技 術 指 定 型 の 直 接 規 制 は,よ り効 率 的 な 汚 染 防 除 技 術 を 開 発 し よ う
とす る 企 業 の イ ン セ ン テ ィ ブ を 鈍 ら せ る と考 え ら れ る 。
こ れ に 対 して,Porter[1991]は,環境 規 制 が 企 業 の 技 術 革 新 を 刺 激 し,そ
の 結 果 費 用 低 減 を 実 現 して 生 産 性 を 高 め る 可 能 性 が あ る こ と を 主 張 す る%こ
れ は 「ポ ー ター 仮 説 」 と 呼 ば れ て い る が,Porterは,そ の 主 張 を 支 持 す る 事
1〕gaffe,A.B.,S.R.Peterson,P.R.PortneydndR.N.Staviπs,"EnvironmentalRegulationand




実 として,厳 しい環境規制が設定 されたに もかかわ らず 日本で は米 国よ りも高
い生産性 ヒ昇 率を実現 し得 た点 を挙げている。
生産性上昇率 に関す る実証研究 によると,米 国 と日本の生産性上昇率 を比較
した場合 には,日 本 の方が高い数値 を実現 してい ることが示されている。例 え
ば,Denison[197916ごよる と,製 造業全体 に関 して,1973-77年の労働生産性
上 昇率 は米 国がO.3%,日本が2,7%であ る3,。また,NorsworthyandMalm-
quist[1983]によ る と,全 要 素生産性(totalfactorproductivity;TFP)の年
平均 卜昇 率でみ ると1973-78年で米国が0.38%,日本 が1.64%であ り,こ の 日.
本 の数値 は石油危機 以前 の値(1965-73年で0.91%〉よ りも高 い値 にな ってい
る4〕。 この結果 は,日 本 の製造業が1970年代 に環境規制 の影響 を受 けなが ら も
高い生産性上昇率 の維持が可能であ った ことを示 している。そ して,そ の要 因
の1つ として 「ポー ター仮説」が 日本の製造業に関 して.成立 していた可能性が
考 えられ る。 この点につい て明 らか にす るため には,環 暁規制 が生産性 に与 え
る影響 に関す る一般 的な議論 のみな らず,「ポー ター仮説」 の当否 を検証す る
こ とも視野 に含めて分析 を行 う必要があ る。
浜本[1997]は,上記 の 「ポー ター仮説」 に対 して,環 境規 制が研究 開発支
.出を押 し上 げる効 果を もつ場合 にそ の可能性があ るとい う解釈 を与 え,日 本 の
製造業 に関 してその検証 を行 った。 その結果,当 期の環境規制が次期 の研究 開
発支 出全体 を押 し上げ る効 果を もった ことが示 された。そ して この実証結果か
ら,環 境規制への対応 に伴 う費用負担が契機 とな り,環 境 対策 も含 めた,よ り






Japa皿cscandU.S.Manufacね由ng,"A耀 痘`姻 盈oη 併廊 尺面 柵 ・、73.No.5,1983,pp.947-967.
5>浜 本 光 紹 「ポ ー タ ー 仮 説 を め ぐ る 論 争 に 関 す る 考 察 と 実 証 分 析 」 『経 済 論 叢 』 第160巻 第5・G
号,1997年n
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本論 文は,こ の分析の継続 として,日 本 の製造業が厳 しい環境規制の下で高
い生産性 ヒ昇率 を維持す ることが可能であ った要因につ いて検 討す る。 ここで
は,浜 本[1997]において示 された企業行動 を踏 まえて,環 境 規制 に よる生産
性.ヒ昇率の低..Fの程 度を計測す る とともに,こ の低下を,環 境規制 によって押
し上 げられた研 究開発支 出全体が どの程度 回復 す ることが可能で あった のか,
とい う点 に注 目して実証分析 を行 う。
11モ デ ル
.ここでの分析で は,生 産性上 昇率 の指標 として,産 出量の成長率の うち資 本.
と労働 の成 長率に よって説明 されない部分 に相当す るTFP成 長率 を用 いる。
環境 規制がTFP成 長率 に与 える影響 を推計す る場合 のモデル設定 にはい くつ
か の 方 法 が 存 在 す る。 例 えば,GollopandRoberts[1983],Barberaand
McConnell[1990]のよ うに,ト ラ ンス=ロ グ型費用関数 を用 い る方法 も常套
的分析 手法 の1つ であ る5P。.しか し,本 論文 では モデルにおいて明示的 に研 究
開発投 資を盛 り込 む必要が あるので,研 究開発投 資の収益 率を推計す る際 に用
い られ るものを拡張 した,以 下のよ うな コプ=ダ グラス型生産 関数 を設定 して
分析 を行 う%
Q=ALαK「　αP7θβ疋+忽
Oは 生産量,乙 は労働投 入量,Kは 資本投 入量,Pは 研究 開発資 本投.入量
(技術 知識 ス トック),Rは 環境規制 の厳 しさの程度 を表 してお り,!1,α,β,
6>Gollop,F.MandM.J、Roberτ5,丁TEnvi=・。nlne【1【.alRegu1訊d。n.avdProductivity.Growth二The




7)研 究 開 発 投 資 の 収 益 率 の 推 計 に つ い て 侭 次 を 参 照 。 後 藤 晃 「日 本 の 技 術 革 新 と 産 業 組 糊 東 京
人 学 出 版 会.1993年,44-48ペ ー ジ.ま た 本 論 文 で 採 用 す る モ デ ル に つ い て は,次 の 論 文 に.用 い
ら れ た モ デ ル も 参 考 と し て い る 。Chrjstains㎝,G.B.andR、H.Haveman,"PublicRegulation.







この式 の左辺 はTFPを 表 してお り,こ れ をTと す る。 さ らに上式 の両 辺




を得 る。 ∂Ω伺Dは 技術 知 識 ス トックの限界 生 産性 で あ り,研 究 開発 投資 の
(限.界)収益率 を表 してい る。
ここで推定 に必 要なデー タは,TFPの 成長率(4照 の/℃ 技術 知識 ス トッ
クの変化 と生塵量 の比率(4D/彼)/Q,環境 規制の 強化 の程 度 を表 す4R躍'で
ある。 この うち,技 術知識ス ト.ックの変化 はネ ッ トの研究開発投 資 として考 え
ることがで きるが,そ の推計には技術 知講 ス トックの陳腐化率の計測 とい う些
か 困難.な作業が必要 とな る。それを回避す るために通常用い られ る手段 は,グ.
ロスの研究 開発投資で代用す る方法であ り,こ こで もそれ に したが ってい る。
また,環 境規制 の強化の程度 を表現す る代 理変数 として公害 防止投資支出 を用
い る。 ただ し,公 害防止投資の統計は投 資額の調査 に対 して回答 した企業のみ
に関 して合計 した ものに過 ぎないため,実 態よ りも過小で あるこ とが指摘 され
てい る呂,。したが って公害防止投資支 出が環境規 制 の強化の度合.を表す と考 え
る.ことについて問題が ある ことは否定で きない。 しか し代理変数 として適 当な
統計資料が他 に見 当た らないため,浜 本[.1997]における分析 と同様 に公害防
止投資 によって規 制の強化の程度 を表現 する方法を採用 してい る%従 属変数
鋤 この 問 題 点 に つ い て は,次 の文 献 に おい て 指 摘 さ れ て い る 。 寺尾 忠 能 「日本 の産 業 政 策 と産 業
.公 害 」(小 島 麗逸 ・藤 崎 成 日召 【開 発 と環 境 ア ジ ア 「新 成 長 圏」 の課 題 第8章,ア ジ ア経 済研
究 所,1994年),310-311ページ。
9}浜 本[19971前掲 論文 参 照。 公 害 防 止 投 資 支出 を 環 境 規 制 の代 理 変 数 と して用 い る方 法 は,次
.の 論 文 で も 採 用 さ れ て い る.Jaffe.A.B.andK.Pa㎞er,"EnvironmentalRegulationand
Innovation二APanelDataStudy,"R85σμr農郡 弄'r腕ε 画 龍プεP23`unionPaper,95-03,】994,
Washi旦gtonD.C、Res.,【rcesfortheP'uturc.
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サ ンプル となる産業 は繊維,紙 パ ルプ,化 学,石 油石 炭製.品,窯業,鉄 鋼,
非鉄金属の製造業7業 種で,資 本金1億 円以上の企 業を各産業で集計 した数値.
を用い る。
研究 開発支出デ フ レー ター等 のデー タの加工 ・作成は,後 藤[1993]の方法
を参考 に して以下 のよ うに行 ってい る`)oR&D.支出 の うち人件費,原 材 料費
有形 固定資産購入費,そ の他経 費 とい う各項 目に対応す るデ フレー ターを;各
項 目の構 成比率で ウェイ ト付 け して加重平均 し..これ を研究開発デ フレー ター
としてい る。各項 目めデフ レー ターは,『毎 月勤労 統計 要覧』 の各産業 の賃金
指数,1経 済要覧』の国内需要財の卸売物価指数,『国民経済計算年報』の民間
企業設備投資デ フレー ター,r9清 宴剴 の総合卸売物価指数であ る。
資本投 入量 は各期首 の有形 固定資産額か ら前期の.公害 防IL投資支出額 を引・き,
1'通産統計ハ ン ドブ ック』記 載⑱.各産業 の稼動率捲数 をこれ に乗 じて求めた。
労働投 入量 は各産業 について,期 末の従業員数 に ユ人当た りの年 間総労働時 間
(『毎 月勤労統計要覧』 よ.り)を乗 じて算 出 して.いる。労働分配率は各 産業 の現
金給 与総額 と付加価値 の比率 とし,資.本分 配率 は1か らそ の値 を引いた数値 と
してい る。 これ らを用いて,(2)式 に したが ってTFPの 対 前年伸 び率 を求め.
てか ら,TFPを 時系 列指数 として表現 した。 この指 数を用 いてTFP成 長率
を計算 してい る。回帰に当たっては研究開発 ラグを考 慮 し,例 えば1973年の研
究 開発支 出の対 付加価値 比率 に対 しては1973-76年間のTFP成 長率(こ の場
合 の も う1つ の説 明変数 であ る環境規制の強.化の度合 について も,73-76年間
の変化 を用い る)が 組 み合わ されてい る。 したがって分析期間 は,1973-79年
10)後藤[1993]前掲書,56.5Bページ。
56〔24①..第162巻 第3号
の冬期 の研 究開発支 出に対応 して,1973-76年か らユ979-82年の各期 間のTFP
成長率 と環境規制の強化 を組み合わせた7期 とな っている。
研究 開発支 出は総 理府 『科学技術研究調査報告』,公害 防止投資 支出は通産
省 『主要産業 の設備投 資計画』,付加価 値,従 業員数,現 金給.与総 額,有 形固








る%こ こで も,(1)式をそのまま用いた場合(モ デルA),説明変数として
総売上高の年平均変化率を追加 した場合(モ デルB),稼働率指数の年平均変





ける分析 と比較す ると,よ り大 きく表れている1㌔この要因としては,後 藤
[ユ993]の分析では企業別データを用いているのに対 して,ζ こでは各産業の
11)例 え ば 次 を 参 照 。Terieckyj,N.E,"Dir㏄tandIndfrenEffectsofIndustrialResearchandDe・
velopmentontheProductivityGrowthofIndustries;'in;J.W.KendrickandB.N.Vaccara
eds・,N8田Dεw痴力剛例 止口 η 痔 「,血f`ゴ7pf鯉躍 εα∫ロr㎝8η置αアぞ4ん'α妙∫`5,19別,TheUniversityof
ChicagoP■oss,PP.359377.
12)後 藤[1993ユで は,無 機 化 学,有 機 化 学,医 薬 品,ガ ラ ス,発 送 配電 用 ・産 業 用 電 気 機 械,通

































R-Squared 0.Oilユ88 0.109979 G.073073
DW統 計量 1.89425 ,.848〔}5 1.89612
注1()内 は`値。
集計 デー タを用 いてい る点 にあ ると考え られる。す なわ ち,産 業内での技術 知
識 のス ピルオーバ ー効果が存在す るために,個 別企 業の収益率 よ りも産業全体
での収益率が大 ぎ く表れ ること.になるので ある'㌔ 推定 した回帰式 にデー タの
平均値 を入れ て計 算す る と,1973-79年の技術 知識 ス.トックのTFP成 長率へ
の貢献度 は製造 業全体で20,9%であった。
環境規制の影響 については,予 想 された符号が得 られている。 ここで,環 境.
規制 が どの程 度のTFP成 長率の低下 をもた ら して いるか につい て,産 業 別お
よび産業全体 に関 してモデ ルBの 結果 を用 いて計算 して まとめたのが第2表 で
あ る。 この計算 は,環 境 規制b強 化 の影響 を表す項が存在 しない場合 のTFP
成長率 に比べて,そ れが存在す る場合 のTFP成 長率が何%低 下 したかを表 し
てい る。 この結果 において.紙 パ ルプがTFP成 長率 を大 きく低下さ.せてお り,
ユ3>R&Dス ピ ル オー バ ー の 存 在 とそ の 大 き さの推 計 につ い て は,次 の サ ー ベ イ を参 照 。Gmiches,
Z.,"R&DaロdPr(油1cdvity:EconometricResultsandMeasurementissues,"'in;P.St"...












紙 パルプ 化 学2石油石炭. 窯 業 鉄 鋼 非鉄金属 7業種全体
77.78 13.53 .5.40 4.46 ]7.22 1.60 7.60
第3表.技 術知識ス トックと環境規制をあわせたTFP成長率への影響(%1
繊 維 紙パルプ…化 学i.石油石炭 窯.業… 鉄 鋼 非鉄金属 7業種全体
11.28 400.。i36.73 3.69 23,361-3.47 13.04 12.66
鉄鋼,化 学 も13-17%の低下 を示 してい る6ま た,こ こで取 り上 げた製造業全
体で は7.6%の低下 を示 してい る。
技術知識 ス トック と環境規制 の影響 に よってTFP成 長率 をどの程度説 明す
るこ とが可能であ るかを計算 した結果 を第3表 に示す。 これは,(1)式 の右辺
第1項 と第2項 に得 られ た回帰係数お よびデー タの平均値 を代 入 し,両 項 を合
計 した値が左辺 のTFP成 長率 の平均値 の何%に 相当す るか を計算 した もので
あ.る。 この数値が正値 であれば,環 境 規制 による生産性.ヒ昇率 の低下 はR&D
活動 によって回復 された と考 えることがで き看。 この表 によると,ほ ぼすべて
の産業 におい て,環 境規制 の影響 によるTFP成 長率 の低下 は研 究開発投 資 に
よって回復 されてい る】%し か し鉄鋼 業だ けは規制のマイナスの影響 をすべて.
回復す るには至 ってい ない。 また紙パルプについては異常 に大 きな数値が表れ
てい る。 これ らの理 由 として,こ の計 算にはすべての産業で 同 じ収益率(回 帰
係 数)を 用 いているが,産 業別にみた場合には鉄鋼業 の実際 の収益率 はこの数
値 よ りも.大きい ため に,技 術知識ス トックの寄与度が実際 よ.りも小 さく表 れた








当時最 も公害対 策のための技術 開発の必要性 に迫 られていた産業で あったこと
か ら'5〕,研究開発 の内容が,直 接的 に収益 に結 び付か ない公害防止技術 の開発
に対 してウェイ トが置 かれ てい た ことが要因であ るとも考え られる。 しか し,
研究 開発支出全体 に占め る環境 対策 を 目的 とす るR&D支 出の比率 は,鉄 鋼業
に関 して は1973-82年の平均 でみて化学 産業 とあ ま り変 わ らないL6:,。したが っ
て,鉄 鋼業 のみが規制の影響 をすべ て回復す ることがで きなか った点に関 して,
R&D活 動 の内容が公害対 策に偏 っていた ことがその要因で あるとい う主張 に
は十分 な根拠 はない。 また,紙 パルプにつ いては,鉄 鋼 とは逆 に,実 際の収益
率 がよ り小 さい ため に技術知識 ス トックの影響が異常 に大 き くな った と思われ
るが,こ の数値 をこ うした理 由のみか ら説 明す るのはやや無理があ るか もしれ
ない。鉄鋼や紙 パルプに関 して指摘 され るこうした問題点 について,よ り厳 密
な分析 と議論 を行 うためには,産 業 別 に企業 レベルのデー タを用いた分析を行
い,各 産業 ごとにR&D投 資の収益率や環境規制 の影響 を計測す る必要があ る
だ ろう。
V日 本 と米国の生産性上昇率の差異について
ここでは,生 産性 上昇率 の変化 に寄与 した要因につ いて,米 国 と日本 に関 し
て比較検討 してみたい。上記 の分析か ら,日 本の製造 業7業 種で は,環 境規制
によるTFP成 長率 の低下を研 究開発に よって大 き く回復 してい ると言 えるだ
ろ う。米国 については,規 制 が研究 開発支 出を押 し..ヒげ る効果 を もった こ とが
JaffeandPalmer[1994]によって実証 的に示 されてい る1㌔ そ こで,日 米の生
産性上昇率の差異 を説明する要因と して,環 境規制の影響 と研究 開発投資 の影
響 とい う2点 について考 えてみる。
環境 規制 につ いては,米 国企業 に関 してTFP成 長率め低下 に対す る環境規
15)この点 については次を参照.浜 本光紹 「日本 にお ける公害防止のための公共政策 に関す る...・考
察一 硫黄酸化物 ・窒素酸化物対 策を事例 と して一.11調査 と研究」 第15号,1998年4月。





制の寄与度を推計 した研究 をサ ーベ イ したJaffeetal.[1995]によ ると,製 造
業 に関 しては8-16%とい う数値が得 られてお り,特 に寄与度の大 きい産業 とし
ては,製 紙業 が30%,電力 では44%となって・いる1㌔ 米国 と日本で は環境規制
の厳 しさの程度や直接 規制 の手法(技 術基準 と排出基準).が異な るため,.先の
.日本 の製造業 に関す る数値 と米 国の結果 を比較す る際 には注意 を要す るが,第
2表 に示 された数値をみる と,一 部 の業種 を除いて,製 造業全体 としては米国
よ り規制の影響はやや小 さい と言 えるだ ろう。 日本に関 して,環 境規制の影響
がやや控 え口とも思 える数値で表れてい る理由 として,次 のよ うな点が考 えら
れ る。 まず,先 に 竜触れた よ うに,.公害防止投 資支 出が環境規制 の強化の程度
を過小 に表現 している ことが挙 げられ る。またデー タの制約.E,対象 とな って
い る企業 の規模 を資本金 ユ億円以上 としたために,大 企業以.ヒに規制の影響を
被 っている と考 え られ る中小 企業が含 まれ ていない こ とも一因であろ う。一一方,.
研 究 開発 の影響 につ いて は,GrilichesandMairesse[1985]が,1973-80年の
期 間 にお ける日米の労働生産性上昇率 の差 を決定づ けてい るのは,R&D投 資
ではな く資本 一労働 比率 の成長率 である と指摘 してい る19)。.
これ らの研究結果を総合 して考 える と,環 境規制 による生産性 上昇 率の低下
と研究開発活動 によるその回復 とい う経路 によって 日本 と米国の生産性上昇率
の差異 を説明す るだけの十分 な実証的根拠が得 られている とは言 えない。 もち
ろん,こ こで挙 げた論文 は環境規制 の影響 とR&Dに よる生 産性上昇率 の回復
について統 一的に 日米比較 を行 った研究ではないので,明 確 なキ張 を行 うこと
は困難 であ る。 したが って,米 国の産業に関 して も,本 論文 と同様 に環境規制
とR&Dの 双方の年産性上昇率へめ影響を統一 的に分析 した上で,両 国の比較



































































































































































































































































































































一←一 繊 維 一卜 紙 パ ル プ
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